
参考　藤沢市から県への要望
201806藤沢市からの神奈川県の施策・制度・予算に関する要望

① かながわ女性センター跡地の活用に当たっては，市と事前に協議を行うとともに，地域住民の意見を十分に聞き，津波避難スペースの整備など防災機能の確保を含め検討すること。

　津波災害等が発生した場合，観光客等が津波から避難するためには，長距離の移動を強いられることに加え，一斉に避難を行う際には， ピーク時には5万人余りが海岸周辺の津波一時避難施設に殺到することが想定されています。当市では，津波災害が発生した場合の一時避難施設として，市内215施設を津波避難ビルとして協定に基づき指定していますが，十分とは言えません。津波到着予測時間前に全ての避難が完了するよう，迅速に避難できる場所として，江の島島内に津波避難スペースを確保することが求められており，かながわ女性センター跡地については，地域住民の意向も十分に踏まえながら，その活用を検討する必要があります。

1 GPS波浪計の設置について

　迅速かつ適確な避難行動に資するため.水圧計のデータに基づく情報の確度向上を図るとともに.より正確な相模湾沖へのGPS波浪計を設置するよう国に働きかけること。

　国の新たな知見に基づく，5つの新たな地震による「津波浸水予測図jが2015年(平成27年)2月27日に公表され，この予測図を基に作成された「津波浸水想定」が同年3月31日に公表されました。その結果，当市においては，最大津波高は11.5m，最大波の到達時間は12分，浸水面積は4.7km2となり，これは慶長型地震の想定を上回るものです。そのため，津波避難対策を強化する必要性がますます高まっています。相模湾に約7kmの海岸保全区域を有する当市では，津波一時避難対策として津波避難ビルの拡充等に努めてきましたが，これらは，地域住民の津波からの避難に主眼を置いており，ピーク時に1日当たり10万人を超える海水浴客数を考慮すると，海岸に近接した津波避難施設の確保が急務となっています。

　国土交通省は，圏内18箇所に， GPS波浪計を設置し，沖合波浪の観測を行っていますが，相模湾沖には設置していません。2012年(平成24年)3月からは，相模湾沖の3箇所に設置された水圧計のデータを気象庁の津波警報に活用していますが，沖合の海底に設置される水圧計は，観測した津波波面の向きによってはあらかじめ対応づリた予報区に向かわない可能性があるほか，地語言動等の津波以外の記録を含んでいるため，津波の始期が不明確であるという欠点があります。一方，GPS液浪計は波浪や潮位をリアルタイムで観測できるため，より正確な津波の観測情報を得ることができ，津波避難における情報源として重要性が高まっています。

　<効果>

地域住民や海水浴，マリンレジャーなどの観光客に対し， 初期行動を迅速かっ適切に行うための正確な情報を入手することで，様々な緊急対策が可能となり，より多くの生命と財産を守ることが可能となります。

12 河川の整備促進について

　近年頻発している突発的集中豪雨の対策として，特定都市河川1(境川・引地川 )及び「かながわの川づくり計画J対象河川(境J1 .引地川・小出川)の河川改修事業を実施し整備目標を早期に達成すること。

　雨水排除は，放流先河川の流下能力の影響を強く受け，近年の頻発している突発的集中豪雨では河川の水位が急激に上昇することに伴い，雨水管渠による内水の排除が滞り，現状においても床上浸水等の被害が生じています。

　当市では，引地川，境J1流域において貯留管と雨水幹線管渠の下水道整備を進めているほか，準用河J1 (滝川，滝川分水路，白旗川，不動川1，打戻川，一色川)の整備やハザードマップの市民配布など，ハード・ソフト両面から積極的な対策を推進しています。

　境川については，御殿橋から堰跡橋の区間は川幅が狭く流下能力が不足している現状があり，また，市街化区域編入や相鉄いずみ野線延伸が予定されている慶臆義塾大学湘南藤沢キャンパス周辺地区においては， 小出川の流下能力不足による浸水被害が多発しています。さらに，近年の突発的集中豪雨の影響で、床上浸水等の被害が生じていることからも，河川|改修等への取組強化と早期整備が喫緊の課題となっており， 「かながわの川づくり計画」の都市河川重点整備計画に位置づけられている当市対象河川のうち，特に，境川，引地川の整備目標(‘流域対策を含めて概ね60mm/h)，小出川の整備目標(概ね50mm/h)に対応した早期整備が必要となっています。引地川，境川及び小出川については，河川整備計画が策定されていますが，より具体的となった対策計画の早期推進が望まれます。

　また，境川|及び引地川は， 2014年(平成26年)2月に特定都市河川流域に指定されたことから，県と関係市が共同で策定する「流域水害対策計画J(引地川|は策定済)に基づく対策等，治水安全度の向上が期待されています。

<要望事項>

次の事項について要望します。

　境川，引地川，小出川の河川改修事業を早期に実施し整備目標を達成すること。

<効果>

　突発的集中豪雨の影響による床下・床上浸水等の被害を抑制し，安全・安心な市民生活と災害に強いまちづくりに寄与します。

1 神奈川県市町村地域防災力強化事業費補助金の拡充について

　神奈川県市町村地域防災力強化事業費補助金について.昭和56年5月以前に建てられた旧耐震基準分譲マンションの耐震改修事業に係る経費も補助対象とするよう拡充を図るとともに，補助額.補助率を引き上げること。国が，建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき策定した「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」において，南海トラフ地震防災対策推進基本計画及び首都直下地震緊急対策推進基本計画，住生活基本計画における目標を踏まえ，住宅及び多数の者が利用する建築物の耐展化率について，2020年(平成32年)までに少なくとも95%にすることを目標とするとともに， 2 0 2 5年(平成37年)までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消することを目標とすることとされました。

　当市では，国の基本方針及びf神奈川県耐震改修促進計画Jを踏まえ， 2016年(平成28年)に「藤沢市耐震改修促進計画」を改定し， 「平成32年度末までに住宅及び多数の者が利用する建築物の耐巌化率を95%にする」目標のもと耐震化促進事業を実施しています。

　1996年(平成8年)から「木造住宅耐震診断J補助事業， 2 0 0 6年(平成18年)から「木造住宅耐震改修工事J補助事業をそれぞれ開始し，平成29年度末までに耐展診断1，325件，耐震改修工事227件に対して補助を実施しています。また，平成22年度から「分譲マンション耐震診断」補助事業を開始し，平成29年度末までに15件に対して補助を実施しています。

　東日本大震災や熊本地震による甚大な被害で地震に対する県民意識が高まっています。当市の「耐震改修促進計画」との整合性を図りながら， r安全で安心して暮らせるまちづくりJに取り組み，県と共に平成32年度末までに，市内の住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率95%を実現する目標達成に向けて，木造住宅や分譲マンション耐震化を促進することが必要です。

<要望事項>

次の事項について要望します。

　神奈川県市町村地域防災力強化事業費補助金について，旧耐震基準分譲マンションの耐震改修事業に係る経費も補助対象とするよう拡充を図るとともに，補助額，補助率を引き上げること。

<効果>

　住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化が促進され，災害に強い安心・安全なまちづくりが推進されます。
201803市長会への県の回答

1 地震防災対策の充実強化

<要望事項>

　神奈川県では、都心南部直下地震、三浦半島断層群の地震、神奈川県西部地震、東海地震、南海トラフ巨大地震、大正型関東地震などの発生が想定されています。また、県内では全域が首都直下地震対策特別措置法に基づく「首都直下地震緊急対策区域」に、27市町が南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく「南海トラフ地震防災対策推進地域Jに、13市町が「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域Jに指定されています。

　平成27年に神奈川県が東日本大震災後初めて実施した地震被害想定調査報告書では、地震、津波による甚大な被害が想定されており、県内の地震防災対策をより一層強化することが必要です。ついては、地震防災対策の更なる強化を図るため、次の事項について要望します。

1 地震防災対策の支援体制の拡充

神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費補助金について、第1次緊急輸送道路に加え、第2次緊急輸送道路及び市が指定する緊急輸送道路補完道路の沿道建築物についても対象とするよう拡充を図ること。

《措置状況~ [県土整備局]

　県では、地震による建築物の倒壊等で通行障害が起こらないように、緊急輸送道路沿道の建築物について而援化を促進することが必要と考えております。

　ただし、県が指定している緊急輸送道路は、約2，OOOkmあることから、緊急輸送道路のうち、災害時の緊急輸送の骨格をなす第1次緊急輸送道路約1，500kmの沿道建築物を優先し、市町村と連携して補助することにより耐震化を促進することといたしました。

　今後、第1次緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化の進捗状況をみながら、必要に応じて、第2次緊急輸送道路や市町村が指定する補完道路の沿道建築物の耐震化支援についての対応を検討してまいります。

(2)神奈川県市町村地域防災力強化事業費補助金について、内部留保を行わず、所要額を年度当初に交付すること。また、経常的に必要となる維持管理に係る経費及び昭和56年5月以前に建てられた旧耐震基準木造住宅の除却に係る経費も補助対象とするよう拡充を図るとともに、補助額、補助率を引き上げること。

《措置状況~ [安全防災局]

　「市町村地域防災力強化事業費補助金Jは、市町村が行う自助・共助・広域連携の取組等に対して支援することとしており、補助対象は機能強化に関するものに限っております。そのため、維持管理などの経常経費は、補助対象としておりません。また、住宅の揺れ対策にかかる補助対象、補助額・率について、現時点で見直しは考えておりません。

　なお、年度途中に局所的な災害等が発生し、市町村単独で、の対応が困難な場合に迅速に対応で、きるよう、補助金の一部を当初留保していますが、具体的な事象がなければ、留保額は、追加交付する対応をとっております。

2 津波対策の強化

　浸水想定域への避難施設設置等、新たな津波浸水想定を踏まえた津波防災対策に対する支援を行うこと。また、津波防災地域づくりの推進計画の策定や総合的な津波防災対策について、沿岸市町と十分協議するとともに、国が示す知見や制度に係る情報提供や技術的支援を行うこと。

《措置状況)> [安全防災局・県土整備局】

　県では、平成28年度に「市町村地域防災力強化事業費補助金Jを創設し、市町村が行う自助・共

助・広域連携の取組等に対する支援を強化し、たしました。この事業において、引き続き津波対策を

支援してまいります。

　また、浸水想定域への避難施設の設置に対する支援については、技術的助言を行うなど、県としても必要な支援を行ってまいります。

　津波防災対策は、県及び沿岸市町が中心となり、総合的・計画的に推進する必要があるため、「神奈川県津波対策推進会議Jや沿岸市町との意見交換会を通じて、国の知見や制度に係る情報提供や協議を行うなど、沿岸市町と緊密に連携をとりながら進めてまいります。

　また、津波防災地域づくりに関する法律に基づく推進計画の策定に当たっては、津波浸水想定に関するデータの提供など、必要な技術支援を行ってまいります。

1 地震防災対策の支援体制の拡充

国の技術的助言に基づく「小規模な倉庫Jの取扱いについて、特定行政庁でない自治体において地績の自主防災組織が防災備蓄倉庫の用途に資するために設置する際の要件を緩和すること。

《措置状況)> [県土整備局]

　建築基準法は、建築物の構造等に関する最低の基準を定め、その安全性等を確保することにより、国民の生命・財産等を保護することを目的としております。

そのため、建築物を建築する場合には、小規模なもので、あっても建築確認、により関係規定への適合性を審査し、周囲に対する影響や、地震・火災等により発生する被害に対して、安全性等を担保する必要があります。

　国土交通省では、平成27年2月に技術的助言を発出し、土地に自立して設置する小規模な倉庫のうち、外部から荷物の出し入れを行うことができ、かつ、内部に人が立ち入らないものについて、貯蔵槽に類する施設として、建築物に該当しないものとしております。

　県では、この技術的助言の趣旨を踏まえて、県内の特定行政庁等で構成する「神奈川県建築行政連絡協議会Jにおいて、小規模倉庫の具体的な取扱いを定めております。

　県としては、この取扱いにより建築物と判断される小規模倉庫については、建築基準法の規定に則って、所要の安全性を確保する必要があると考えておりますが、防災倉庫について、改めて当該協議会を通じて議論するなどして、どのような対応が可能か検討してまいります。

2 津波対策の強化

津波対策として、国道134号線下への開閉式の防潮扉の設置や防潮堤のかさ上げなどの防災対策

を実施すること。

《措置状況》【県土整備局]

　国道134号に設置されている市管理の地下通路への防潮門扉の設置については、技術的助言を行うなど、県としても必要な支援を行ってまいります。

　また、県が管理する防潮堤などの海岸保全施設の整備にあたっては、施工性・経済性・周辺環境との調和などを総合的に考慮し、地域の皆様や関係市町の御意見を伺し、ながら、施設の整備計画を取りまとめてまいります。

1 土砂災害対策事業の推進

　県が土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を進めた結果明らかとなった土砂災害警戒区域(イエローゾーン)と土砂災害特別警戒区域(レッドゾーン)において、特に住民の生命又は身体に著しい危害が生じるとされるレッドゾーンに対して、災害対策事業を積極的に推進してイエローゾーンに移行させる取組みをすること。

《措置状況~ [県土整備局]

　砂防堰堤やコンクリート擁壁等の土砂災害防止施設の整備は、人家が多い箇所、福祉施設が立地する箇所などを優先して行っておりますが、こうした整備には多大な費用と日時を要するとともに、市町村や地権者などの要望も踏まえ実施する必要があります。

　今後も、市町村には地元調整などへの御協力をいただきながら、引き続き優先度の高い箇所から着実に施設の整備を進めてまいります。

(2)平成26年6月の引地川、境川の特定都市河川への指定により、市民や事業者、流域自治体に対する新たな雨水の流出抑制対策などの負担を求めている状況を踏まえ、両河川の未整備箇所において、治水対策の根幹をなす河川改修を速やかに推進すること。

《措置状況>> [県土整備局]

　境川及び引地川については、「都市河川|重点整備計画(新セイフティリバー)」 に位置付け、時間雨量概ね60nunの降雨に対応で、きるよう、遊水地や護岸の整備を進めております。

　引地川については、藤沢市内において、4つの池からなる下土棚遊水地の整備を進めております司早期に整備効果を発揮させるため、一番下流側の池について、重点的に整備を進めており、この池については、平成29年度に供用を開始する予定です。なお、遊水地全体については、平成32年度の供用を目指します。また、藤沢市と大和市の境において、大山橋の架け替えを進めており、平成28年度から平成29年度に橋梁の架替工事を実施し、護岸の整備を含め、平成30年度の完成を目指してまいります。さらに、その上流の千本桜区間については、平成28年度から、順次、区間を区切って整備を進めています。

　境川については、相鉄線の橋梁付近の約l'.lkm区間において護岸の整備に取り組み、現在、相銑線の橋梁の架け替えに向けて準備を進めており、これまでに橋梁の設計が完了しております。引き続き護岸の整備を進めるとともに、橋梁架け替え工事の早期着手に向け、土地所有者の御理解を得ながら用地取得に取り組んでまし、ります。

今後も「都市河川重点整備計画(新セイフティリバー)Jに基づき、境川、引地川の河川整備を推進してまいります。

(3)蓼川について、浸水対策のために重点整備区間を早期に整備すること。

《措置状況~ [県土整備局1

　蓼川については、「都市河川重点整備計画(新セイフティリバー)」に位置付け、時間雨量概ね印刷の降雨に対応、できるよう、議岸の整備を進めております。

　蓼川の引地川合流点から比留川合流点までの約1.2kmの区間については、平成32年度を目途に、都市計画道路の橋梁新設や既設橋梁の架け替え工事との調整を図りながら、護岸整備を完了する予定でおります。

　比留川合流点から上流については、これまでに中川橋までの約O.6kmの区間の護岸整備が完了しており、引き続き上流に向けて整備を進めてまいります。

(4) 浸水解消のための雨水排水処理施設等整備に必要な財政措置を講じるとともに、流域市町への浸水対策として目久尻川、蓼川、引地川の河川改修を早期に取り組むこと。

《措置状況~ [県土整備局]

　目久尻川|、蓼川及ひ。引地川については、「都市河川重点整備計画(新セイフティリバー)」に位置付け、目久尻川は時間雨量50mm、引地川と琴川は時間雨量概ね60mmの降雨に対応で、きるよう、護岸の整備などを進めております。

2 海岸等の保全

(1)県管理地である海岸の侵食対策について、漁港やサイクリングロード等への飛砂侵入抑止効果及び海環境の保全効果も踏まえ、強風等により過剰に堆積している自然の海砂を活用するとともに、老朽化や砂に埋もれている竹筆柵等の改修を推進し、効果的な砂浜維持を行うこと。

特に侵食が激しくサイクリングロードの崩落の危険性もある箇所については緊急的かつ計画的な対策を実施すること。

《措置状況~ [県土整備局]

　茅ヶ崎海岸では、「相模湾沿岸海岸侵食対策計画Jに基づき、相模川上流のダムの堆積土砂を養浜材として利用しているほか、茅ヶ崎持、港西側の一帯に堆積した砂についても、漁港管理者である茅ケ崎市と連携して、養浜材として活用しているところです。今後も引き続き、企業庁や茅ヶ崎市と連携して、養浜事業を進めてまいります。

　また、竹賓柵は、サイクリングロードや国道134号の通行機能の維持を図るため、飛砂の抑制が必要な箇所に設置しており、今後も引き続き定期的に補修や更新を行ってまいります。

特に侵食が著しい菱沼地区については、侵食によるサイクリングロードへの影響を考慮し、平成28年度からかご枠の設置工事を実施しており、今後も引き続き対策に取り組んでまいります。

(2)バーベキュー等の無秩序な海岸利用を制限する等の海岸管理対策、早急な砂浜浸食の原因調査による最良の養浜対策と改善対策に取組み、これらを踏まえた総合的な海岸管理の方策を県条例により定めること。

《措置状況~[県土整備局】

　県では、関係市町や庁内関係部局で構成する「安全・安心で個性と魅力ある海岸づくり推進会議」を設置し、海岸利用の課題等に関する今後の取組方針に基づき、海岸利用の課題等について、対応を図っております。

　バーベキュー等の適正利用については、地域の個性を尊重して、県条例等の一律の海岸利用の規制は設けずに、前述の取組方針に基づき、市町が海岸利用について定める「海・浜ルーノレ」の周知・啓発に取り組むこととしており、キャンベーンの実施などについて支援してまいります。

　また、県では、「相模湾沿岸海岸侵食対策計画jに基づき、養浜を主体とした侵食対策を、砂浜の変化や回復状況に応じて着実に実施しております。

今後も引き続き、砂浜の移動現況調査等を行いながら、養浜事業を効率的、効果的に取り組んでし、くとともに、良質な養浜材の確保に努めてまいります。
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